様式第１号

補助金交付に関する事業計画書
年　　月　　日


福井県知事　様

申請者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:

　ふくいベンチャー創出支援事業補助金の交付を希望しますので、下記のとおり事業計画を提出します。

記

１　事業名

２　事業実施期間　　　　　　　交付決定日　　　～　　　　　年　　月

３　事業実施計画　　　　　　　別紙３、別紙４のとおり

[bookmark: _Hlk2864901]４　事業に要する経費
（１）事業費総額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
（２）補助対象経費　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
[bookmark: _Hlk197963839]（３）希望する補助額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円（千円未満切捨て）

５　各種確認事項（該当する欄に○を付けてください）
	別紙７「個人情報取扱に関する同意事項」に記載された内容について
	
	Ａ．同意する
	
	Ｂ．同意しない

	別紙８「反社会勢力ではないことの表明・確約に関する誓約事項」に記載された内容について
	
	Ａ．誓約する
	
	Ｂ．誓約しない

	補助事業に係る県の会計年度の１月末迄に県が提供するメンタリング（３回程度）を受ける意思について
	
	Ａ．意思がある
	
	Ｂ．意思がない

	申請事業に係る自主財源分について、他事業による補助を受けることができないことについて
	
	Ａ．理解している
	
	Ｂ．理解していない

	株式上場後も、引き続き福井県内に本店を置く意思について
	
	Ａ．意思がある
	
	Ｂ．意思がない




６　添付書類
（１）申請者の詳細（別紙１）
（２）事業概要（別紙２）
（３）事業実施計画（別紙３、４）
（４）補助事業に係る支出内訳および資金調達（別紙５）
（５）中期経営計画（別紙６）
（６）個人情報の取扱いについて（別紙７）
（７）反社会勢力ではないことの表明・確約に関する誓約事項（別紙８）
（８）履歴事項全部証明書（またはこれに準ずるもの。応募日以前３か月以内に発行。）
（９）直近３期分の決算書資料（損益計算書、貸借対照表）
（１０）直近の確定申告書別表二（同族会社の判定に関する明細書）
（１１）県税に滞納がない旨の証明書（申請日以前１ヶ月以内に発行）または県税の納税についての同意書（別紙９）
（１２）地方消費税の納税証明書（申請日以前１カ月以内に発行）
（１３）会社概要のわかるもの（パンフレット等）　※ 自社ホームページがある場合は不要
（１４）２０２６年４月１日から交付決定日の前日までに行われた事業に要する経費を補助対象経費とする場合は、事前着手届出書（様式第１３号）
　　　※事前着手の承認を受けた場合であっても、補助対象経費は交付決定日以後に支払った経費に限る。




（別紙１）
申請者の詳細
○組織
	企業名
	
	代表者名
	(役職)
(氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　
(年齢)　　　　歳　

	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	※法人の場合のみ記載

	企業沿革
(設立年月日等)
	



	所在地
	

	
	
	業種
	（日本標準産業分類、細分類）

	
	
	資本金
	　　　　　　　　　　　千円

	売上構成
	事業（取扱品目）内容
	売上構成
	株主構成
	名称・氏名
	当社との関係
	持株比率

	
	
	％
	
	
	
	％

	
	
	％
	
	
	
	％

	
	
	％
	
	
	
	％

	
	
	％
	
	
	
	％

	従業員数
	(役員)
(正社員)
(パート・アルバイト)
(合計)
	人
人
人
人
	特記事項
	



○財務状況								（単位：千円）
	
	前々期
	前期
	直前期

	
	　　　　年　　月期
	　　　　年　　月期
	　　　　年　　月期

	売上
	
	
	

	売上総利益
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期利益（税引後）
	
	
	

	減価償却費
	
	
	

	総資本
	
	
	

	自己資本
	
	
	



○補足
	補助金交付の実績
（３年以内）
	

	現在申請中の補助金
	




（別紙２）
　　令和８年度　ふくいベンチャー創出支援事業補助金　事業概要
[bookmark: _Hlk231567107]
（社　名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　事　業　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※別紙２は２ページにおさまるように記載すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業の実施体制


代表者：
年齢／性別：　　歳／　性
業種：　　　　　　業
設　立　日：　　　　年　月　日
資　本　金：　　　　　　　万円
役員・従業員：　　　　　人
直近売上高：　　　億　　万円
	事業活動の概要


［事業区分］　　
交付要領（別表１）の２（１）を参照し、該当する番号を○で囲んでください。
1 ＩＰＯに向けての事業成長
2 ＩＰＯ準備

（主な補助金の用途）５行程度で簡潔に記載






	上場を目指す証券取引所および市場名




	目標上場時期


　　令和　　　　年　　　　月

	本年度における上場準備にかかる取組内容（主な項目）









	上場に向けた準備で、監査法人、公認会計士、証券会社、IRコンサルティング会社またはコンサルティング会社等との間に予定している契約内容、支払額
その他補助事業として行う内容、支払額
（参考資料の添付もお願いいたします。）





















	上場までの今後のスケジュール

	時期
	取組内容

	本年度

	

	令和　年度

	

	令和　年度

	

	令和　年度

	

	令和　年度

	





（別紙３）						事業者名

事業実施計画

※各項目には文字数制限があります。記載しきれない詳細な背景や補足データ等は、別紙（様式自由）にて提出いただいても結構です。その場合、様式は自由ですが、Ａ４判の大きさに綴じ込みできるようにしてください。

１　事業名 【30文字以内で記載してください】
（事業内容を表現する適切な名称を記載してください。）


２　上場の目的 【200文字以内で記載してください】
（上場することで、最終的にどのような経営状況を目指すのかを簡単に記載してください。）


３　上場への本気度・妥当性 【300文字以内で記載してください】
（金融商品取引所への株式上場を目指す理由（動機）と、上場実現に向けた具体的なスケジュール（目標時期、市場、マイルストーン）で、別紙２以外に特筆すべき事項があれば記入してください。）


４　上場に向けての実施体制・実現可能性 【400文字以内で記載してください】
（実施する業務内容と、関わる関係者のそれぞれが担う役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、上場実現への過程で必要な支援等をどのように手立てするのかを具体的に記載してください。）


５　補助事業の計画性と必要性 【400文字以内で記載してください】
（本補助金の用途の説明と、なぜ「今」、この準備を行う必要があるのか（現在の進捗と課題）を記載してください。）


６　経費の適正性 【300文字以内で記載してください】
（補助事業で計上している経費について、上場準備においてなぜその経費が必要不可欠であるかを記載してください。）


７　波及性 【300文字以内で記載してください】
（補助事業を実施することにより、地域の雇用の拡大や経済活性化など、地域経済に及ぼす効果について記載してください。）

	　　　　　　				


（別紙４）
	　　　　　　					事業者名

補助事業実施スケジュール

（具体的な取り組み内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。）

（１）補助事業実施の時期
	番号
	実施項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（２）実施内容
	番号
	計　　　　画

	
	実施項目名
	実施内容、方法等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



※補助事業の期間内で実施する内容を記入してください。
※番号は(1)と(2)の内容が一致するように記載してください。


（別紙５）		
事業者名　　　　　　　　　　　　
補助事業に係る支出内訳および資金調達
○支出内訳									　　（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費
	補助金交付
希望額
	備考

	
	費目
	内容
	金額(A)
（消費税込）
	金額(B)
（消費税抜）
	
	

	ＩＰＯに向けての成長事業費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　

	ＩＰＯ準備費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	　
	　
	　
	　
	　

	合　計
	
	
	
	(E)(上限1,000万円)
　 (下限500万円)

	※(E)は千円未満切捨て



○【費目一覧】※下記から選択して記載してください。						
	事業費
	●店舗等借入費　　●事務所等改装費　　●機械器具の購入費　　●機械器具の改良費　　●機械器具の借用費　　●機械器具の修繕に要する経費　　●資材購入費　　●外注加工費　　●機械改造費　　●借損料　　●会場借料　　●会場整備費　　●サンプル作成費　　●雑役務費　　●通訳・翻訳料　　●委託費　　●産業財産権等取得費　　●資料購入費　　●印刷製本費　　●通信運搬費　　●消耗品費　

	ＩＰＯ準備費
	●委託費　　●システム費



					　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象外経費　　　　　　　　円

○調達方法								　　　　　 単位：円）
	内訳
	金額
	調達先
	備考

	自己資金
	円
	
	

	借入金
	円
	
	

	その他
	円
	
	

	合計
	円
	
	




（別紙６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５年後売上高直近期末と比べて　　　倍の売上高

中期経営計画　　　　　　			　　
（単位　千円）
	
	２年前
(　年　月期)
	１年前
(　年　月期)
	直近期末
(　年　月期)
	１年後
(　年　月期)
	２年後
(　年　月期)
	３年後
(　年　月期)
	４年後
(　年　月期)
	５年後
(　年　月期)

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益
（①－②）
	
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び
一般管理費
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥営業外収益
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑦営業外費用
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑧経常利益
（⑤＋⑥－⑦）
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑨人件費
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑩設備投資額
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑪運転資金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑫減価償却額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑬リース料
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑭減価償却費等
（⑫＋⑬）
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑮付加価値額
（⑤＋⑨＋⑭）
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑯従業員数
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑰資金調達額（⑩＋⑪）
	政府系金融機関借入
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	民間金融機関借入
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	その他
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	合　計
	－
	－
	－
	
	
	
	
	


（記入方法）
⑨人件費には、役員報酬、給与、賞与、福利厚生費、退職金等の総額を記入してください。
⑯従業員数には、事業主、法人の役員、臨時の従業員を除いた人数を記入してください。




（別紙７）

個人情報取扱に関する同意事項


１．申請書類の内容については、特別なノウハウや営業上の秘密事項に関して、あらかじめ法的保護を行うなど、申請者の責任で対応することに同意します。

２．本申請書および他の提出書類について、審査終了後、福井県が保管することに同意します。

３．補助対象者となった場合、事業者名、代表者名、住所（市町名）、事業名、事業概要等について、公表することに同意します。

４．本事業への申請にかかる提出書類に記載された個人情報等について、福井県が以下の目的で利用することに同意します。
（１）本事業における補助金交付申請者の評価・選定および認定後の管理のため。
（２）申請受付後の事務連絡、資料送付等のため。
（３）申請情報を統計的に集計・分析し、事業者を識別・特定できない形態に加工した統計データを作成するため。
（４）福井県が行う各種施策・サービスに関する情報提供のため。
（５）(公財)ふくい産業支援センターが行う各種施策・サービスに関する情報提供のため。
　














（別紙８）
反社会勢力でないことの表明・確約に関する誓約事項


１　私（当社）は、現在または将来にわたって、次の各号の反社会勢力のいずれにも該当しないことを表明・確約いたします。
（１）暴力団
（２）暴力団員または暴力団員でなくなってから５年を経過しない者
（３）暴力団準構成員
（４）暴力団関係企業
（５）総会屋等
（６）社会運動等標ぼうゴロ
（７）特殊知能暴力集団等
（８）その他前各号に準ずる者および団体

２　私（当社）は、現在または将来にわたって、前項の反社会的勢力との次の各号のいずれかに該当する関係を有しないことを表明・確約いたします。
（１）反社会的勢力によって、その経営を支配されている関係
（２）反社会的勢力がその経営に実質的に関与している関係
（３）反社会的勢力を役職員や顧問としたり、反社会的勢力に紛争解決の依頼や相談をしたりするなど、反社会的勢力を利用していると認められる関係
（４）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関係
（５）役職員または経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係

３　私（当社）は、自らまたは第三者を利用して次の各号のいずれかに該当する行為を行わないことを表明・確約いたします。
（１）暴力的な要求行為
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為
（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
（４）風説を流布し、偽計または威力を用いて貴法人の信用を棄損し、または貴法人の業務を妨害する行為
（５）その他前各号に準ずる行為

４　上記各項のいずれかを満たさないと認められることが判明した場合またはこの表明・確約が虚偽の申告であることが判明した場合は、補助金交付申請および交付決定の取消しを受けても異議を申しません。これにより損害が生じた場合でも、一切私（当社）は、の責任といたします。
また、上記各項のいずれかに該当するか否かの確認のため、貴法人が専門機関（福井県警）に照会することについて同意します。



[bookmark: _Hlk38398973]
（別紙９）

[bookmark: _Hlk224549525]県税の納税状況の確認について

　私は、ふくいベンチャー創出支援事業補助金の活用に当たり、福井県の県税事務所等が、福井県産業労働部経営改革課に対し、私の福井県への納税状況に関する情報を提供することに同意します。

　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　※申請者が法人の場合は法人名、団体の場合は代表者氏名を記載
　　　　　［フリガナ］    
法人名　　 　　　　             　　　　　　　　　　

［フリガナ］    
代表者名　 　　　　           　　　　　　　　　　　

　　　　　　所在地     　　　　　　　　　　　　　　               
　　　　　　　　　　

　　福井県知事　　石　田　嵩　人　 様
	＊納税状況の確認に関する事項
　　本同意書に基づき提供された納税状況は、ふくいベンチャー創出支援事業補助金の事務以外には使用いたしません。



※福井県担当者記入欄
	上記の者の令和　　年　　月　　日現在の県税の納税状況については以下のとおりです。受付印


　　□滞納なし　　　　　□滞納あり

　　□徴収猶予あり
　　




　　　　　　　　　　　　　　　回答事務所　　□福井県税事務所　□嶺南振興局税務部


様式第２号

補　助　金　交　付　申　請　書

年　　月　　日


福井県知事　様

申請者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:


ふくいベンチャー創出支援事業補助金について、補助金の交付を受けたいので、福井県補助金等交付規則第４条の規定により、下記のとおり実施する事業に対する補助金の交付を申請します。


記
１　補助事業名

２　補助金交付申請額　　　　金　　　　　　　　　円

３　事業実施期間　　　　　　交付決定日　　～　　　　年　　月　　日

４　事業の実施計画　　　　　別紙３、別紙４のとおり

５　事業に要する経費
（１）事業費総額　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
（２）補助対象経費　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

６　添付書類
・事業計画書一式





様式第３号

補　助　事　業　計　画　変　更　承　認　申　請　書


年　　月　　日


福井県知事　様

補助事業者
住　　所
事業者名　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　月　日付け　福井県指令経改第　　　号で補助金交付決定通知を受けた事業計画（事業内容、経費配分）を、下記のとおり変更したいので承認を申請します。

記

１．変更の内容　
	項　　目
	変　更　後
	変　更　前

	

	

	




２．変更の理由

３．現在までに実施した補助事業の内容

４．現在までに実施した補助事業に要した経費の明細

５．補助事業の実施未了の概要

６．変更後実施しようとする補助事業の内容
（１）事業の目的
（２）実施の方法
（３）実施の期間
（４）事業費総額
（５）補助対象外経費の負担方法
（６）補助対象経費総額
（７）補助対象経費の配分及びその積算
（８）補助金の支払いを必要とする時期

様式第４号

補　助　事　業　中　止　（廃　止）　申　請　書


年　　月　　日


福井県知事　様

補助事業者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　


　　年　月　日付け　福井県指令　経改第　　　号をもって補助金交付決定通知を受けた補助事業につきましては、当該事業の実施を中止（廃止）したいので、下記のとおり申請します。

記

１．事　業　名



２．中止（廃止）の理由および内容
（できるだけ具体的に記入してください。なお、関連する説明資料も添付してください。）


３．現在までの事業の進捗状況




様式第５号
　令和　年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

　　　　　補助事業者
住　　　　所
名　　　　称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　


　令和　年度　ふくいベンチャー創出支援事業補助金に係る事業遅延等報告書


　令和　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（　　　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けたふくいベンチャー創出支援事業補助金の遅延等について、下記のとおり報告します。

記

１　補助金名　　　　　　　　　
ふくいベンチャー創出支援事業補助金

２　補助事業の進捗状況


３　補助事業に要した経費


４　遅延等の内容および原因


５　遅延等に対する措置


６　補助事業の遂行および完了の予定



（注）
１　遅延等の理由を証する書類を添付すること。


様式第６号

補　助　事　業　完　了　実　績　報　告　書


年　　月　　日


福井県知事　様

申請者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:


　　年　月　日付け　福井県指令第　　　号で補助金の交付決定を受けた事業を完了したので、福井県補助金等交付規則第１２条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。


記
１．事業の実施期間
（１）当初計画　　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日
（２）完了実績報告　　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

２．事業の実施内容及び成果について
（１）実施内容（報告書等が作成された場合は添付のこと）
（２）成　果
（３）事業の成果に対する評価

３．事業の収支決算
（１）収支総括表
（２）補助対象経費の支出明細表

４．補助金等の交付決定額およびその精算額
　　交付決定額
　　精　算　額







様式第７号

補　助　金　交　付　請　求　書


年　　月　　日


福井県知事　　様

申請者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者兼発行責任者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:

　　年　月　日付け　福井県指令経改第　　　号で交付決定通知のあったふくいベンチャー創出支援事業補助金について、福井県補助金等交付規則第１５条の規定により下記のとおり請求します。

記

１．交付請求金額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円

２．指定する金融機関
（1）金融機関および支店名
（2）預金種別
（3）口座番号
（4）口座名義

様式第８号

取　得　財　産　等　の　処　分　等　承　認　申　請　書


年　　月　　日


福井県知事　　様

申請者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:
　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　月　日付け　福井県指令経改第　　号をもって補助金確定通知を受けた取得財産等を下記のとおり取り扱いたいので、ふくいベンチャー創出支援事業補助金交付要領第１７条第１項の規定により承認を申請します。


記

１．対象となる取得財産等の名称

２．数量

３．取得財産等の取得金額

４．処分等取り扱い方法
（1）処分等が必要な理由
（2）処分等の相手先
（3）処分等の条件


様式第９号

取得財産（機械設備・備品等）の移設届出書

令和　　年　　月　　日
福井県知事　様


〔補助事業者〕
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:

令和　　年　　月　　日付け経改第　　　　号をもって交付決定を受けたふくいベンチャー創出支援事業補助で取得した財産の移設について、ふくいベンチャー創出支援事業補助金交付要領第１７条第１項の規定により下記のとおり届けます。

記

１．移設の内容
移設する対象物：
移設先の所在地：
　　　　　移設場所：

２．移設先での当該財産の管理者・取扱責任者（所属・氏名・連絡先）
　　　　　　管　理　者：
　　　　　　取扱責任者：

３．移設理由







様式第１０号

取得財産等の処分等による収入金報告書

年　　月　　日


福井県知事　様

申請者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:


　　年　月　日付け　経改第　　　号をもって承認通知を受けた取得財産等の処分等の取り扱いにより下記のとおり収入金があったので、ふくいベンチャー創出支援事業補助金交付要領第１７条第４項の規定により報告します。

記

１．処分した取得財産等の名称

２．数量

３．取得財産等の取得金額

４．処分の内容
（1）処分した月日
（2）処分の相手先
（3）処分による収入金の合計額
（4）処分による収入金の内訳




様式第１１号

事　業　成　果　報　告　書

　年　　月　　日


福井県知事　様

補助事業者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:


　　　年　月　日付け、経改第　　　号で交付決定のあった（事業名　　　　　　　　　　　　）については、下記のとおり、ふくいベンチャー創出支援事業補助金交付要領第２１条の規定により事業成果を報告します。

	①
	前期売上高（円）
（決算期：　　年　　月）
	（Ａ）
	円

	②
	直近決算期の売上高（円）
（決算期：　　年　　月）
	（Ｂ）
	円

	③
	売上高の伸び率（％）
	×100
	％

	④
	直近決算期の経常利益（円）
	（Ｃ）
	円




添付書類　　直近決算書


	上場に向けての準備の進捗

	時期
	取組内容

	本年度

	




様式第１２号

事業活動および進捗状況報告（　　年　月　～　月分）
	
　　年　　月　　日

補助事業者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　

１．事業活動の内容
	項　　　　　目
	概　　　　　　　　　　要

	事業活動等の実績
および進捗状況
	

	今後の活動計画
	




２．経費支出の状況

（１）経費支出の状況
	今回の経費支出額
	事業開始後の経費支出総額

	円
	円



（２）今回の経費支出の内容 


様式第１３号

事　前　着　手　届　出　書

年　　月　　日


福井県知事　様

申請者
住　　所　
事業者名　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名
連絡先　　TEL:              FAX:               
　　　　　　　　　　E-mail:


　　年　月　日付けの事業計画書については、交付要領第４条の規定に基づき、下記のとおり届出します。
なお、本件について交付決定がなされなかった場合、異議は申し立てません。



記

１．事前着手する事業の内容



２．事前着手の理由



３．着手年月日
　　２０２６年４月１日


